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  自 己 紹 介 中川 智明  

PT. Trans Ocean Consulting 

会計税務を中心としたビジネスコンサルティ
ングサービスを提供しています。具体的には、
日常的な会計税務のサポートサービスから新規
進出や組織再編、M&Aなど幅広い側面で日系
企業を支援しています。現在は、事業再編や株
式売却及び内部統制の強化など、業務の見直し
や足場固めに関係する相談が増えています。 
インドネシアは潜在的な魅力にあふれた国だ

とは思いますが、まだまだ法制度が未成熟で
す。このような環境において、本当に効率的な
会社運営を、優秀なローカル人材を活用しなが
ら提案しサービスすることを目標としていま
す。弊社職員は日本及び日本の文化が好きな者
が多く、皆、誇りを持ってサービスしていま
す。 

ハッピーメールは、回覧して皆様でお読みください 

ＨＡＰＥＥ ＭＡＩＬ 

Hiroshima Industrial Promotion Organization, Global Business Support Center 

-Hiroshima international Access and Promotion of Economic Exchange- 

 

 

インドネシア ビジネスサポーター 中川 智明 
 

インドネシア ジャカルタ  
こんな国こんな都市  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

弊社からの眺め。大きなビルの合間の空地が 
次々に開発されるジャカルタの街並み。 
 

国際ビジネス支援センターでは上海事務所のほか海外ビジネスサポーターを9都市に開設し、 
現地レポート紹介や県内企業の海外ビジネスの支援を行っています。 
４月からインドネシア・ジャカルタビジネスサポーターに着任される中川智明さんをご紹介します。 

ジャカルタのビジネス 
サポーターの中川です。 

2001 年から日本の公認会
計士として大手監査法人で業
務をスタートし、2012年に
インドネシアの大手監査法人
へ駐在員として出向してイン
ドネシアに参りました。 

その後、2014年に PT. Trans Ocean 
Consulting をジャカルタで設立しました。 
現在は、会計税務を中心とした日常的業務の

お手伝いから、新規進出や組織再編、Ｍ＆Ａな
ど幅広い側面で日系企業を支援しています。 

インフラや制度面で改善の余地が大きく、日
系企業は様々な課題に直面していますが、若い
世代が中心の 2億 6千万人の市場は中長期的
に外せないマーケットであると思います。 
これまで数多くの進出事例及び進出後のビジ

ネス拡大事例の経験をもとに、地に足のついた
厳しいけれど現実的かつ成功確率の高いアドバ
イスを心がけたいと思います。 
 

インドネシアは世界第4位の2億6千万人の
人口を誇り、かつ平均年齢は 29 歳で中間層が
拡大するこれからの国です。経済的には踊り場
といわれた数年を経て、現在インフラ投資をベ
ースに力強い景気回復基調を取り戻しつつある
と言われています。 
人々は起業や投資に前向きで、将来に対して

非常に楽観的で明るい見通しを持っています。
時に日本人からすると、危うくも思われるほど
楽観的な見通しですが、若さを武器に最終的に
はパワーで押し切ってしまう印象です。このよ
うなインドネシアと共に発展してゆく選択を考
える日本人及び日本企業にとって、インドネシ
ア人が日本を大好きでいてくれることも非常に
有利な事です。近年、受注が競合するインフラ案
件等で、価格競争の結果、中国等に日本が負けて
しまうこともありますが、例えば、日本車が
95％以上のシェアを占めるインドネシアにお
いては、まだまだ日本及び日本人への信頼感は
絶大なものがあります。 
以上のように、インドネシアは潜在的な魅力

がある日本を好きでいてくれる国ですので、イ
ンドネシアという国及び人を謙虚に学び、関係
構築することで共に発展できる国と言えるので
はないでしょうか。 
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１ ビジネスチャンス 

 

 

 

 

インドでは 2 月から 3 月にかけて 2 年に 1 度

開催されるオート・エキスポ「Auto Expo 2018」

や、毎年チェンナイで開催されるエンジニアリン

グ 部 品 調 達 展 示 会 「 IESS （ International 

Engineering Sourcing Show） 2018」が立て

続けに開催され、日本からも多くの出張者がイン

ドに渡印されていたのではないかと思います。さ

て、今回はインドにおける日系外食ビジネスにつ

いての動向をご紹介したいと思います。 

 

＜カレー文化インドでも、日本食＞ 

「インド人は毎日カレーを食べている」インド

の食文化を象徴する有名なフレーズになっていま

すが、確かにその通りで、ほとんどのインド人が

１日 3食、週 21食、そのすべてがカレーなので

インドに来た当初は本当にびっくりしました。そ

んなインドで今まさに在留邦人の増加とともに、

日本食レストランが少しずつ増え、ベジタリアン

向けや味付けを変えてインド人をターゲットにし

た日本食を提供するレストランも増えてきました。 

そして、インドにおける日本食マーケットが昨

年あたりから新たな段階へと移行しつつあるよう

です。現在、北インドのグルガオン地域では約 20

店舗近くの日本食レストランがオープンしており、

その半分以上がここ 2～3 年の間で急激に増えま

した。 

＜日本食の専門職レストラン＞ 

インドでは、いわゆる「総合日本食レストラン」

と言われる定食屋や居酒屋スタイルの幅広いジャ

ンルの日本食を提供するレストランが主流で、こ

れまではラーメン屋やうどん屋、寿司屋といった、

特定のジャンルに絞った「専門食レストラン」は

ほぼ皆無でした。しかしながら、昨年あたりから、

専門食レストランが増えてきています。 

例えば、当地チェンナイではインド初の本格的

ラーメン専門店『秋平』がチェンナイ市内に 2 店

舗を構え、また、日本人が多く在住しているグル

ガオン地域では、焼き鳥専門居酒屋『くふ楽』、イ

ンド人向けに鶏や羊でスープを取ったラーメン専

門店『Tokyo Table』がオープン。また、日本ク

オリティの菓子パンの製造・販売を手掛ける『い

ろは』、日本人向けに有機野菜を手掛ける

『Hasora』、南インドから鮮度のいい刺身や水産

加工食品を提供する『Sashimi Fresh』インド人

自らが日本食を学びオープンしたうどん屋

『Makoto Udon』などなど、北インドのグルガ

オン地域を中心に、日本食レストランが急増して

います。一方で、東南アジアに見られる『吉野家』

や『丸亀製麺』、『大戸屋』といった日本食チェーン

店のインド進出は進んでおらず、インド在留邦人

にとってはとても待ち遠しい限りです。 

ＣＯＮＴＥＮＴＳ 

【巻頭言】「ビジネスサポーター 紹介」…………… 

ジャカルタ 中川 智明 氏  

【海外レポート】 

１ ビジネスチャンス 

・チェンナイ「インドにおける 

日系外食ビジネスの現状と今後の展望」…… 

・シンガポール「自転車シェア、活況」…………… 

・ハノイ「ベトナムのアルミ産業について」……… 

・ホーチミン「ベトナムの電力事情」……………… 

・台北「養殖魚展覧会と花蓮大地震」……………… 

・ニューヨーク「ニューヨークにて 

相次ぎ観光促進イベントが開催」…… 
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・上海「第一回中国国際輸入博覧会が 

2018 年 11 月に上海で開催」… 

・大連「アプリ世代」………………………………… 

・重慶「中国西部地区〈重慶〉と広島の繋がり」… 

２ 政策・制度 

・バンコク「外資規制の事例 その 1」…………… 

・ジャカルタ「日本語学習者の 

質の向上へ向けた動き」…… 

【お知らせ】………………………………………… 

  アンケート調査結果(2017 年度) 
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★☆★☆★ 海 外 レ ポ ー ト ☆★☆★☆ 

インドにおける日系外食ビジネスの現状と今後の展望 

                     チェンナイ ビジネスサポーター 田中 啓介  
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飲食業界に限らず、海外進出には“現地化”がキ

ーワードとなりますが、まさにインドは日本とは

全く違う食文化であるため、13億人の人口を誇る

インドにおいては州ごとにインド人のニーズを把

握し、現地の人に受け入れられるメニュー開発が

必要になってくるものと思います。 

 

 

 

  

 

 

わずか１年少し前に始まったシンガポールの自

転車シェア市場。地場系の oBike を皮切りに中国

系の ofo、Mobike が参入。１時間あるいは 30分

１シンガポールドル（約 80 円）程度で手軽に利

用できるとあり、瞬く間にシンガポール中に広が

りました。この市場の勢いを見て、現在 3強の市

場に SG Bike と GBikes の 2 社が乗り込もうと

しています。 

oBikeは 2017年1月に 1,000台で事業を開

始しましたが、今では 14,000 台に拡大。同社は

既に 20カ国に事業を拡大し、総ユーザー数 100

万人以上を抱えています。上海で事業を立ち上げ

た中国系の Mobike は 200 都市で 800 万台の

自転車シェアリングを展開。ofo は 250 都市で運

営台数は 1,000万台です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜政府、自前の自転車シェアリングを棚上げ＞ 

交通渋滞や大気汚染対策の観点から車の台数を

制限したい政府も、自転車シェアリングを検討し

ていました。当初は 2017 年末にサービスを開始

する予定でしたが、民間自転車シェアの台頭を見

てこれを棚上げ。民間が自己資金でサービスを拡

大しているところに、政府が税金を使って同じサ

ービスを提供する必要はないからです。 

一方、政府が検討していたサービスは、駐輪場

を設立し、乗った駐輪場に使い終わったら返す仕

組みでした。この場合、利用者は駐輪場を探し、同

じ駐輪場まで戻ってこなければなりません。しか

し民間 3 社のサービスは「Dockless」と言われる

方式で、いわば「乗り捨て」です。自転車がどこに

あるかは、モバイルアプリでわかるので、次の利

用者は近くにある「乗り捨て」られた自転車を使

って行きたい場所に行き、そこに「乗り捨て」ま

す。駐輪場が定められていると、目的地が駐輪場

から数百メートル離れていたら、その距離は歩か

なければなりませんが、乗り捨てでは目的地に自

転車を止めることができます。 

 

＜便利、しかし弊害も＞ 

乗り捨てできることは利用者にとっては便利で

すが、自転車が他の歩道利用者の邪魔になったり、

町の景観を損ねたり、という弊害も出てきていま

す。陸上交通局（LTA）が早速対策に乗り出し、

通行の妨げになる自転車は半日以内に撤去するよ

うに指示、自主撤去しない場合は没収され、バイ

クを返してもらうには、撤去費用 140S ドルと

300S ドルの罰金が科されます。2017 年には

248 台の自転車が没収されました。 

LTAは 10 月にタウンカウンセル（町内会のよ

うなもの）、国家公園庁と自転車シェア企業と、

「責任ある自転車シェアサービスを促進」するこ

とで、合意しました。これにより、自転車シェア企

業は「ジオフェンシング」と呼ばれる技術を使い、

自転車が駐輪すべきところでない場所に駐輪され

た場合にシグナルを送るシステムを導入すること

自転車シェア、活況             シンガポール ビジネスサポーター 碇 知子 

写真：マトンラーメン（羊のスープ）を提供する
新店『Tokyo Table』のメニュー 
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になりました。しかし技術に頼るのも限界があり、

一般ユーザーの教育が重要になります。 

さらに、使おうとした自転車が「壊れている」こ

ともよくあります。ユーザーの使い方にも問題が

あるかもしれませんが、豪雨が多いシンガポール

という特異の事情もあります。屋外に置かれた自

転車、あるいは屋根がある場所でも豪雨で横殴り

の雨に降られた自転車はびしょびしょになります。

劣化しない自転車の素材が必要だ、とシンガポー

ルでの自転車シェアの利用状況を調査したシンガ

ポール-MITアライアンスの Zhang Xiaohu教授

は新聞インタビューに語っています。 

今後、強化されるであろう規制への対応、ユー

ザー教育などを考えた場合、自転車シェア企業の

何社が生き残れるか、今後の展開が注目ですが、

シェアリングエコノミーは進化し、生活の一部と

なっていくことは必須。劣化しない自転車の素材

などは、日本の技術が活躍できる場かもしれませ

ん。

 

 

＜遅れているベトナムのアルミ精錬＞ 

ラムドン省及びダクノン省など南部の高原地帯

には、アルミの鉱物資源であるボーキサイトが豊

富にありますが、ベトナムのアルミ精錬業は、開

始されたばかりの未成熟な産業です。現在ベトナ

ムでの精錬関連事業は、ベトナム石炭鉱物ホール

ディング会社（石炭鉱物国営公団:略称Vinacomin）  

が設立した水酸化アルミニウム（別名アルミナま

たはアルミン）製造工場 2 カ所になります。 

製造工場 タンライ工場 ニャンコー工場 

所在地 ラムドン省 ダクノン省 

稼働開始 2013 年 10月 2016 年 12月 

生産能力 65 万トン/年 65 万トン/年 

上記 2つのアルミン工場で製造された水酸化ア

ルミニウムは、中国、韓国等にアルミニウムの原

材料として輸出されています。しかし、近年ベト

ナム南部ダクノン省に、ベトナム初のアルミニウ

ム精錬電解工場としてベトナム民間資本によるチ

ャンホンクアン金属精錬会社が設立されました。

現在建設中ですが、2019 年末の稼働後には、ア

ルミニウム生産能力 45 万トン／年となる予定で

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ベトナムのアルミニウム需要について統計資料

はありませんが、月間約 6 万トンと推定されます

（経済産業省の平成 27年 3 月の調査資料「ベト

ナムにおけるアルミリサイクル事業展開可能性調

査」より）。その内、約 5 万トンは圧延・押出分

野で、残り 1万トンはアルミ品の鋳造・ダイカス

ト分野です。 

 

＜外国企業の進出状況＞ 

アルミ圧延とは、アルミコイルからビール缶な

どを製造するもので、この分野では米国の

CROWN HOLDINGSが早い段階からベトナムに

進出しています。同社は現在ベトナムでホーチミ

ン市、ドンナイ省、ダナン市、ハノイ市でアルミ缶

の製造拠点を有しています。日本からは昭和アル

ミニウムが 2014 年にベトナムのバクニン省に

進出し、現在中部のダナンで第二のアルミ缶の生

産拠点を建設中です。 

アルミ押出とは、アルミサッシなどを生産する

ものです。建設ブームとなったベトナムではアル

ミ押出の需要は旺盛で、この分野では国内企業が

多々あります。日本からは LIXIL、和伸工業などが

進出しています。

ベトナムのアルミ産業について          ハノイ ビジネスサポーター 中川 良一 

ベトナム南部 
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アルミ鋳造、ダイカストの分野ではベトナム国

内企業の他に、日本からも多く進出しています。

特にベトナム北部には、オートバイシェアの80％

以上を占める大手二輪メーカーのホンダ、ヤマハ、

ピアッジョ（イタリア）等が集中しているため、そ

の周辺部品メーカーも 2000 年以降急激に増加

しており、中にはアルミニウムを利用する部品メ

ーカーである広島アルミニウム工業、ホンダロッ

ク（キーシリンダー）、ティラド（ラジエター）な

ど、多数であります。 

 

＜今後に期待＞ 

現在、アルミを利用する日系部品メーカー各社

は、アルミ原材料を輸入に依存しています。ベト

ナム初の精錬所がダクノン省で稼働することによ

り、国内製アルミ材が利用出来、今後輸送費等の

コスト削減が期待されています。 

また、日本の経済産業省のベトナムにおけるア

ルミリサイクル事業展開可能性調査においても、

各部品メーカーや廃アルミ缶を用いたアルミスク

ラップの再生について、今後大きなビジネスチャ

ンスになることが期待されています 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜はじめに＞ 

皆様もご存知かと思いますが、年々ベトナムは

経済成長を遂げています。そこで今回、取り上げ

たいのは経済成長には切っても切り離すことがで

きない電力についてです。人口増加や生活水準の

向上、更には経済の活性化等を見ても電力と言う

支え無しに、これ以上のベトナムの経済成長は見

込めません。 

 

＜発電所の形態＞ 

ベトナムには電力を供給する会社が大きく分け

て 2 種類存在しています。1 つ目は、ベトナム電

力総公社（EVN）と呼ばれる国営の発電所です。

2 つ目は、独立発電事業者（IPP）と呼ばれる EVN 

に自家発電した電力を販売する発電所です。発電

施設の開発は莫大な資金などが必要とすることは

明白で、それゆえに、依然として EVN が電力の

大半を賄っているのが現状です。ちなみに、2015

年に EVN、IPP を合わせて全国 129 ヵ所に発電

所があると言われています。 

発電量に目を向けると、ベトナムの 2015 年

の総発電量は 145,540GWh（ギガワット）と

されています。各国の同時期の発電量は、日本が

1,053,634GWｈ、インドネシア 28,550GW

ｈ、タイが 177,580GWh であることを鑑みる

と、ベトナムの発電能力の伸びしろはあるように

思います。 

 

＜発電形態＞ 

2015 年のデータによりますと、天然ガス火力

発電が 28.9％、石炭火力発電が 34.4％、次いで

水力発電が 34.2%を占めており、その大半を火力

発電に依存していることが分かります。しかし、

一方で水力発電の存在も看過は出来ません。

2016 年の日本における水力発電の割合が 7.5％

であることを加味すると、ベトナムの数字は非常

に大きいです。これは熱帯モンスーン気候に属し、

かつ水力発電に適した地形が多く、それゆえに水

力発電所が多く点在するためです。また、原子力

発電所も現状ではまだ無いため、クリーンエネル

ギーという点においては優秀であるとも言えます。 

 

＜電力不足＞ 

しかし、クリーンエネルギーを大きく利用して

いる点に関しては一方、リスクもあります。特に、

水力発電に関しては天候に大きく左右されるため、

発電量の予測が立てづらいからです。また、南部

は乾季と雨季に分かれているため、通年での水力

発電にも限界があります。事実、特にホーチミン

市近郊では乾季になると例年、電力不足が嘆かれ

ており、しばしば計画停電が実施されることもあ

ります。経済的損失や国民生活を脅かすこの状況

ベトナムの電力事情              ホーチミン ビジネスサポーター 石川 幸 

アルミ押し出しの Tien Dat社の製品（ベトナム企業） 
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を改善するためにも、政府は火力発電などに注力

することを発表していますが、金銭的な面からも

現実的かどうかは疑わしいところではあります。 

 

＜今後の展望＞ 

現状として、この状況を悪く捉える見方も出来

ますが、外資企業にとってはある意味、投資のチ

ャンスとして捉えることも出来ます。上記の IPP

に関しても、近年では日本の総合商社の丸紅が

2016年に大型石炭火力発電プロジェクトに投資

をし、ベトナムの電力業界に参入しようとする動

きがあります。また、未開の土地を有効活用する

ためにもソーラー発電を開発する企業も近年は増

えています。各種プラント・施設に関するコンサ

ルタントを手掛ける日系企業の日揮は南中部高原

地方のザライ省に約 75 ヘクタールのメガソーラ

ー発電所を開発予定です。 

日本における発電技術は世界でも指折りのもの

があり、かつ国外への受注に向けて邁進していま

す。そのような状況からも、エネルギー事情、殊に

電力に関しては今後もベトナムと深い関係を築け

る土壌はあるように感じられます。

統計が少し古いですが、2016 年の養殖魚の販

売量が、2015 年に比べ 20.36％も減少しまし

た。その要因は温暖化と台風や豪雨、及び冬季の

寒波による低温の影響です。台湾で獲れる石班(ウ

グイ)虱目魚(サバヒー)蛤(ハマグリ)などの養殖魚

が被害を受けました。 

これを受け 2018 年の台湾養殖魚業界では産

官学の協力を結集して技術革新、環境改善、永続

発展（台湾特有の表現）を目指して新種養殖魚の

開発、水質改善、飼料改善、疫病監視機材の開発、

気候環境観測技術の向上、自動養殖設備、インテ

リジェント養殖サービスなどの分野で、養殖業者

及び飼料業者が魚種間の境を越えて相互協力しあ

い研鑽を重ねてきた成果を、2018 年の展覧会で

発揮しようと企画しています。それが専業研究会

及び業者間交流会、ビジネス融合により、業界の

交流発展を目指そうとする 2018 年養殖魚展覧

会です。会期は 2018 年 7 月 26 日から 28 日

の 3日間で、場所は台北貿易センター1号館です。 

昨年は農業畜産、漁業の 3 団体が協力し、展覧会

を開催し、36 ヵ国 12,089 名の参加者を得るこ

とができました。 

本年は 25 か国、300社から世界の最新技術を

持ち寄り、養殖魚展覧会を開催しますが、これに

は東南アジア、中国、インド、中東などから昨年を

上回る 40 か国、20,000 名の参観者が来場の予

定です。日本からの参観も歓迎しています。今回

は日本からの出展はありませんが、主催者に聞い

て見ますと、来年は日本からの出展も期待できそ

うです。 

 

＜花蓮での大地震＞ 

さて続いて先日の花蓮での大地震ですが、2 月

6日午後11時50分に発生。マグニチュード6.4

の大地震でした。私も眠り際の 12 時前でしたが、

目覚めて揺れに気づきました。17 人死亡、7 階建

てホテル及び 12 階建てホテルのほか、民家 41

棟も倒壊する大きな災害になりました。安倍総理

は直ちに手書きのメッセージを送り、翌日には国

際緊急援助隊専門家チームを派遣しました。 

2 月 12 日の台湾での世論調査では、台湾に最

も思いを寄せた国は日本が 1 位で、75.8％、2位

が中国で 1.8%であったと報道しています。また

中国は救援の申し出を行いましたが、高度な機材

がある日本以外は受け入れない、との姿勢で台湾

政府は一貫しました。 

今回の事例を通しても日台の絆の深さが刻まれ

た地震であったと言えそうです。

 

 

＜欧米向けグローバルキャンペーンの発表＞ 

3 月 13 日（火）、タイムズスクエアのロイタ

ー通信本社、３０階の大ホールにて、日本政府観

光局(JNTO）は、今年より欧米各国で開始したグ

ローバルキャンペーン「Enjoy my Japan」の発

表会を開催しました。同キャンペーンは、JNTO

によれば、欧米豪（欧州、北米、豪州）市場を中心

に存在する「海外旅行には頻繁に行くが日本を旅

行先として認知・意識していない層」をターゲッ

トに、「日本が、誰もが楽しむことが出来る旅行目

ニューヨークにて相次ぎ観光促進イベントが開催 

  ニューヨーク ビジネスサポーター 蝉本 陸 

養殖魚展覧会と花蓮大地震              台北 ビジネスサポーター 皆川 榮治 
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的地」であることを 2020 年に向けて複数年にわ

たり、アピールしていくというものだそうです。

登壇された、JNTO の松山理事長は 2020 年に

向けて現在約 2,900 万人の訪日外国人数を、

4,000 万人にすることを目標とする、と力強く宣

言され、新しく制作され全世界で流される「Enjoy 

my Japan」の動画を来場者に向けて紹介されま

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜訪日外国人としてはまだまだ少ない米国人＞ 

JNTO の発表資料によれば、2012 年に 836

万人だった訪日外国人旅行者数は、5年間で約3.5

倍に増え、2017 年は過去最高の 2,869 万人を

記録、また、訪日外国人旅行消費額も 4.4 兆円と

なり、初めて 4 兆円を突破したとのことです。一

方で、2017年の訪日外国人旅行者数のエリア別

内訳は、近隣のアジアが全体の 85％を占め、所得

水準が高く成熟した観光市場を擁する欧米豪諸国

からの旅行者の割合は限られている、とのことで

す。 

アメリカからの訪日は、2015 年に初めて 100

万人を超え、2017 年には、約 137 万人となり

ましたが、まだまだ圧倒的な近隣アジア諸国から

の訪日に比べればわずかなシェアにすぎません。

そこで、政府としても欧米諸国向けの特別なキャ

ンペーンを立ち上げたということのようです。 

 

＜グランドセントラルターミナル駅でも 

訪日促進イベント、ジャパンウィークが開催＞ 

また、上記発表会の翌日、3 月 14 日（水）に

は、グランドセントラルターミナル駅において、

ジャパンウィークが開催されました。17日（土）

までの 4 日間、多くのニューヨーカーにお披露目

されました。今年で第７回目、例年異なるテーマ

ですが、今年は３D トリックアートがテーマとな

り、会場のあちらこちらに置かれた絵の前で写真

を取ると、あたかもラーメンの中に自分が入った

り、人力車を持ち上げたりといった写真が撮れる

というような仕掛けでした。いわゆる「インスタ

映え」を狙った仕掛けですが、正面のメインの最

大の写真が、広島の厳島神社の風景を使ったトリ

ックアートでした。 

グランドセントラルはニューヨーク随一の交通

の要衝、1 日 75 万人が利用すると言われていま

す。多くの来場者が、広島の風景の前で写真を撮

っていましたので、このイベントに参加された方

の多くが、広島を訪れてくれるといいですね。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2018 年 11月 5 日～10 日の計 6 日間、第 1

回目となる中国国際輸入博覧会が上海市で開催さ

れます。この博覧会は 2017 年 5 月に習近平中

国国家主席が「一帯一路」国際協力サミットフォ

ーラムにて開催を発表しました。中国政府が世界

へ向けた積極的な市場開放を主導する一大イベン

トです。 

 

（博覧会の概要は次の表参照） 

＜出展状況＞ 

同博覧会は、世界各国との経済交流・協力の強

化、世界の貿易と経済成長を促し、開放型の世界

経済発展を促進するという目的で大いに注目され

ており、運営機関である中国国際輸入博覧局の統

計によると、すでに米誌フォーチュンが毎年発表

している世界トップ企業 500 社にランクインす

る約 100 社を含む、約 120 ヶ国・地域の企業

1,000 社以上が出展を申請しているそうです。 

第一回中国国際輸入博覧会が 2018 年 11 月に上海で開催 

             広島上海事務所長 洲澤 輝 
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＜日本の対応＞ 

日本では、日本貿易振興機構（ジェトロ）が日本

側のコンベンション推進組織として関連業務を展

開し、すでに 1 万平方メートルの出展面積を日本

企業と関連団体のブースとして使用する計画であ

ることを申請しており、今後出展募集が開始され

る予定です。出展企業の商品は必ず日本国内で製

造された Made in JAPAN の商品に限り、他国の

工場で製造した商品を出品することは出来ません

が、本博覧会は、県内企業にとっても中国の巨大

市場に参入できる大きな第一歩となるのではない

でしょうか。また、出展ではなく視察として参加

するだけでも中国経済の勢いを感じ取る事が出来

ると思います。

 

 【中国国際輸入博覧会の概要】 

 

 

＜余暇の過ごし方＞ 

ある投資会社が 20～30 代の若い世代 2,000

人程度を対象に、毎年、ヒアリング調査を実施し

ており、これからの消費傾向を探っています。最

近の調査では、帰宅後何をするかという質問に対

し、90％の男性が携帯ゲーム、90％の子どもの

いない女性はネットでドラマを見るとの回答が集

まりました。ついでに言えば携帯アプリで外食を

注文し、自炊をすることも殆どないようです。子

ども連れなら、週末にショッピングモールにある

スケート場やら児童遊園地に預け、余暇を過ごす

人も多くあります。インターネットでの買い物が

増える中、ショッピングモールもその中のレスト

ランも子どもの遊園地で集客を図っています。こ

の場合、モール内での食事になりますが、20 も

30もある選択肢のうち、どれを選ぶかというと、

目の前にあるレストランを自分の目で確認するの

ではなく、アプリでまず評価とメニューを見てか

ら選びます。自分の判断よりアプリの信頼度が高

いように見え、おかしくもありますが、現実の姿

です。 

 

＜アプリの活用＞ 

現在、大部分の中国ユーザーが毎日平均 3.5 時

間も携帯などを通じてインターネットと繋がって

おり、すべての判断、決定はアプリの情報に依存

展示会名 第一回 中国国際輸入博覧会 

会  期 2018 年 11月５日（月）～10日（土） 

開催場所 国家エキシビション・コンベンションセンター（上海市） 

主  催 中華人民共和国商務部、上海市人民政府 

出 展 

エリア 

貨物貿易 

部門 

総 面 積：約１８万平方メートル 

展示分野：AI、IoT、工業ロボット、材料加工、産業部品、自動車関連、 

デジタル化工場、その他生活と密接な関係があるアパレル、 

日用消費品、食品・農産品、医療機器 等 

サービス 

貿易部門 

総面積：約３万平方メートル 

展示エリア：観光サービス、省エネ・環境保護、文化・教育、 

イノベーションデザイン、アウトソーシング 等 

併設イベント 

当博覧会開催中に虹橋国際貿易フォーラムや、各種セミナー、新商品の 

発表など副次的なイベントも多数開催されます。 

アプリ世代                    大連 ビジネスサポーター  劉  瑛 
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しているといっても過言ではありません。情報に

ついても、以前はキーワードを検索して情報を探

していましたが、今はアプリがAI技術を利用して

過去の購買・消費習慣を分析してお勧め商品等を

次から次に送ってくるので、別に検索しなくても、

与えられた情報からお勧めから選ぶことが普通と

なっています。 

よって、利用者の多いアプリがビジネス上ます

ます重要になります。前にも紹介した外食配達ア

プリの「美団」が2013年11月に設立してから、

わずか４年間で、一日あたりの平均注文数が最初

2014 年の 140 万食から 2015 年末の 300 万

食、2017 年末の 1,800 万食を達成し、今年年

末には 2,500 万食を目標にするまでになってい

ます。アプリで扱うサービスを外食配達の注文の

みならず、衣料や家電、生鮮食品の販売などにも

拡大しており、今後もこれらの充実を図る計画で

あることから、まだまだ増えていくように予測さ

れています。個人、一人一人では頻繁に使うアプ

リは最高 20 個で、通常は１２個との調査結果も

あり、それ以上新たなアプリをダンロードするこ

とは少ないようですので、他に先んじて展開する

ことが、ユーザーを集める上では特に重要になっ

ています。 

また、アプリのヘビーユーザーである若い世代

はますます短気で、例えば、長いドラマよりは短

い数分間の動画を好み、動画を自由に載せられ自

由に見られるアプリが急速に成長しています。 

やはり各世代によって考え、やインターネット

とのかかわり方がずいぶん違い、商習慣もそれに

あわせてこれから変わっていくとも予測されます。

 

 

＜友好都市として＞ 

1984 年 9月に広島県と四川省、1986 年 10

月に広島市と重慶市が友好都市締結してから、ど

ちらも 30 周年を過ぎてまもなく 35 周年がやっ

てまいります。  

また、重慶に在重慶日本国総領事館が建館され

て本年は 20 周年を迎えていることから、重慶市

では領事館の 20 周年及び「日中平和友好条約締

結 40 周年」を機に本年、領事館主催のイベント

が重慶や成都で多数行われます。 

これらのイベントでは広島と重慶とのこれまで

の交流を鑑み、「広島」を前面に打ち出していただ

けることになりました。重慶市民には広島を、広

島の皆様には重慶を知って頂き、双方の経済、文

化、特に経済の交流を深めて行きましょうと呼び

かけるイベントとなっています。 

  

＜改めて交流を＞ 

広島市と重慶市は友好都市締結を行って以来、

文化、教育、環境、医療、経済等様々な分野で長き

にわたり交流を積み重ねているものの残念ながら、

国情から一部分の方による交流にとどまっている

のが現状であります。 

現在でも、友好交流の強化を図るため、毎年青

少年の交流等が推進されていますが、中国側の若

者は日本や広島に対する理解を深め、日本企業と

の関わりを希望しており、日本への留学や観光が

増えているものの、片や日本の若者達を見ると中

国との関わりが減っており、「友好の架け橋」のス

ローガンが現実的に危うくなっているように感じ

られます。 

中国側では実際、四川・重慶の学校などから、日

本青少年の礼儀正しさ、集団活動の秩序を守る意

識の高いことが取り上げられ、私学などの教師か

らは日本視察の要望が昨年より増えております。 

ちなみに重慶市では大規模な中学校が修学旅行

先として広島コース、京都コースを選んでおり、

生徒、教師、保護者達も広島に行った人が多くい

ることから、重慶では広島が観光良地としてよく

知られています。 

 

重慶は中国西部地区の経済、重工業製造拠点、

また消費大国でもあります。また、一方では中国

西部地区としてみると、沿岸部と違い文化のみな

らず、経済及び農業関連、環境関連分野は非常に

遅れており、日本企業さんの協力が必要とされる

地域でもあります。 

 

是非、他国特に欧米の企業同様に、隣国である

中国の西部地区「重慶」に再度目を向けて頂けれ

ばと願っております。

 

中国西部地区“重慶“と広島の繋がり        重慶 ビジネスサポーター 吉川 孝子 
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２ 政策・制度 
 

 

 

昨今、タイで登記した外国企業（外資50％以上）

が、タイ当地において事業を行う際に、外国人事

業法（外資規制法）に抵触するかどうかの問合せ

が増えています。外国企業が、タイにおいて、外資

規制を受けない製造行為だけでなく、製造業以外

の事業、例えば各種サービス業や貿易業、研究開

発等々の事業を拡大している背景があると言える

でしょう。 

今回は、外資規制、つまり外国人事業ライセン

スの取得が必要か否かの事例について、Q&A 形式

にてご紹介させていただきます。 

 

＜事例１：利益を得ない事業活動＞ 

Q：タイで登記した外国企業ですが、いくつかタ

イ政府機関と、米、サトウキビ、キャッサバ、とう

もろこし等の穀物栽培の研究開発について共同プ

ロジェクトを行っています。当社はこのプロジェ

クトを運営する為に、約200ライ（1ライ=1,600

㎡）の土地に穀物研究区画、農民の知識移転区画、

水源、建物、貯蔵及び駐車スペースからなる研究

開発（R&D）センターを設立することを計画して

います。この R&D センターは、 

①栽培全工程の R&D、コスト削減や生産高向上、

栽培品質の向上の新知識の探求。 

②農民への栽培の知識の実演及び移転に重点を

置いている。 

R&D センターで生産される農産物は２つに分

けられ、 

①研究区域の世話をした農民に報酬として与え

られる。 

②県の農業拡大事務所に与えられ、それをその

農業事務所が着手したプロジェクトに参加した農

民または農協に渡す。 となっています。 

この会社は、この事業を行うために外国人事業

ライセンスを取得する必要があるのでしょうか？ 

A：その会社が研究区画で生産された農産物を

研究区画の世話をした報酬として農民に与える場

合、またはその会社がその農産物を販売して収入

または利益を得る場合、そのような業務は、外国

人事業法 B.E.2542 付表 4 に記載される定義に

より事業を行うと見なされ、且つ外国人事業法の

付表 1(2)農業、穀物栽培、園芸による事業を行う

と見なされるので、外国人／外国企業がこの付表

による事業を行うことは認められません。 

一方において、その会社が研究区画からの農産

物を県の農業拡張事務所の利益となるように事務

所に与え、会社がその行為から直接または間接を

問わず収入や利益を得ない場合、このような業務

は、外国人事業法 B.E.2542 付表 4 に記載される

定義では事業を行うとは見なされず、外国人事業

ライセンスを取得する必要はありません。 

 

＜事例２：新たなサービスの提供＞ 

Q：タイで登記した外国企業で 2 億バーツの登

記資本金を有し、外国人事業ライセンスを取得す

る必要がない自動車メーカーB 社の車を販売する

小売事業及び卸売事業を運営しています。当社は、

車の所有者が他のアプリ機能を有償または無償で

ダウンロードできるように、B 社が開発した「コ

ネクテッド・ドライブ」アプリを車に無償で搭載

することを計画しています。そのアプリ関連事業

を運営することは小売事業を行うと見なされるの

でしょうか？ 

 

A：「コネクテッド・ドライブ」アプリは、B社

が独占的に開発、所有しており、車の所有者にそ

のアプリと連動する追加のソフトウェアをダウン

ロードする権利を許可することは、外国人事業法

B.E.2542の付表3(21)の事業によるサービス事

業を行うと見なされるので、実施する前に商務省

より係る外国人事業ライセンスを取得しなければ

なりません。 

 

【外国人事業法】 

規制業種を 3 種類 43業種に分け、それらの業

種への外国企業（外国資本 50％以上）の参入を規

制している。 

第１表 外国人企業の参入が禁止されている（9 業種） 

第２表 国家安全保障、文化伝統、地場工芸、天然資

源、環境に影響を及ぶす業種（13 業種）※１ 

第３表 外国人企業に対して競争力が不十分な業種と

して外国人企業の参入が禁止されている業種

（21 業種）※２ 

※１ 内閣の承認により商務大臣が許可した場合は可能。 

※２ 外国人事業員会の承認により、商務省事業開発局長

が許可した場合は可能 

外資規制の事例 その１           バンコク ビジネスサポーター 辻本 浩一郎 
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＜神田外国語大学が日本語教育の拠点を設置＞ 

最近の日本・インドネシア関連ニュースで目を

引いたものの一つが、神田外国語大学がインドネ

シアのアトマジャヤ大学に日本語教育を中心した

交流拠点を開設した、というものです。アトマジ

ャヤ大学はインドネシアの有名私立大学のひとつ

で、カトリック系ということもあり多くの中華系

のインドネシア人が学んでいます。 

学生向けの日本語教育にとどまらず、教員向け

の日本語教授法、ビジネスマン向けの日本語教育

も行う計画とのことです。 

インドネシアにおいてビジネスを展開する上で

言葉は大きな課題の一つですが、日本語学習者の

レベルがあまり高くないのがビジネス環境として

は悩ましいところで、こうした動きは大いに歓迎

すべきと言えるでしょう。 

 

＜世界第二位の日本語学習者＞ 

実は、インドネシアは世界第二位の日本語学習

者を誇り、その数は 75万人（2015 年、国際橋

交流基金調べ）にものぼります。日本語学習者が

多いのは、2006年に高校での第二外国語が必修

になったのがきっかけと言われています。その後、

第二外国語は必修ではなくなりましたが、多くの

高校で日本語教育が行われています。子供のころ

から日本のアニメや日本企業の製品が身の周りに

あり身近な存在であるためか、日本語に興味をも

つ生徒が多いようです。 

 

＜上級日本語人材のプレミアム＞ 

日本語に関心をもっていただけるのは大変嬉し

いですが、多くの人が「ちょっと、かじってみる」

というレベルにとどまっている現状を、もう少し

なんとかしたいところです。日本語能力試験の受

験者数はインドネシアでは14,000人しかおらず、

学習者の数から比べて受験者は非常に少なく、ベ

トナムの 58,000 人、タイの 23,000 人（各国

における受験者数）と比べても低い水準です

（2016 年、国際交流基金調べ）。 

仕事で使えるレベルは日本語能力検定３級以上

とされますが、即戦力として必要な 2 級以上の保

有者はインドネシアでは少なく、限られた頭数に

多くの求人が寄せられます。職種・勤務地・職務経

験にもよりますが、日本留学を終えたばかりの新

卒でも 800 万ルピア（約 6 万円）、場合によっ

ては 1,000 万ルピア（約 7.4 万円）といった水

準になることがあり、一般人材より３～５割のプ

レミアム付で評価されます。インドネシアの労働

市場は流動性が高いため、需給を反映した市場価

格（給与）が形成されますが、このプレミアムは日

本企業ならではのコストということでもあります。 

 

現状ではインドネシアの日本語教師の殆どは日

本語能力検定３～４級レベルとされていますが、

日本語人材の裾野の拡大と質の向上を図るには、

学生・教員・ビジネスマンの全てにトレーニング

の機会を提供する、神田外国語大学のような事例

が一層拡大することが望まれます。 

 

＜サポーター最後のご挨拶＞ 

業務の都合により、今回を持ちまして最後の投

稿となりました。ビジネスサポーターとしての活

動は、広島出身の私にとって故郷との繋がりを感

じられる貴重な機会でもありました。引き続き、

ジャカルタにて日本とインドネシアの架け橋とし

て活動して参りますのでよろしくお願いします。

末筆ながら、皆様のご健康とご多幸をお祈りいた

します。
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